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資料１ 環境を取り巻く社会動向 

近年、国内外の環境を取り巻く状況は大きく変化し続けています。パリ協定を受けた脱炭素化

の達成に向けた動きや気候変動への適応、循環型経済へのシフトなどが進み始めています。この

間、資源循環分野においては、第四次循環型社会形成推進基本計画の策定、食品ロス削減推進法

やプラスチック資源循環法等の法整備も進められてきました。 

国連総会で掲げられた「持続可能な開発目標（SDGs）」の考え方に基づく取組が浸透しつつあ

ります。国の第五次環境基本計画では、「SDGsの考え方も活用しながら、分野横断的な６つの重

点戦略を設定し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化する。各地域が自立・分散型の社会を

形成し、地域資源等を補完し支え合う「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱する」として、

地域の活力が最大限に発揮される地域循環共生圏の取組がスタートしました。 

令和２年 10 月には、政府が 2050 年カーボンニュートラルを宣言し、経済と環境の好循環によ

る「グリーン社会の実現」に向けて、大きく舵が切られています。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大をきっかけに、新たなライフスタイル、ビジネススタイ

ルへの転換が進みつつあり、人々の行動や製品・サービスの提供などにおいて、新しい動きが生

まれました。さらに、経済を、気候変動対策等を進めることにより持続可能な経済社会を実現す

る「グリーンリカバリ―」の取組が進められています。 

 

1-1 国際的な動向 

（１）持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals:SDGs） 

平成 27年の国連総会において、持続可能な開発目標（SDGs）が採択されました。SDGsは 2016

年から 2030 年までの国際目標で、17 の目標とそれらに付随する 169 のターゲットから構成さ

れており、経済・社会・環境の３つの側面を統合的に解決する考え方が強調されています。先

進国を含めた国際社会全体が、将来にわたって持続可能な発展ができるよう、それぞれの課題

に取り組んでいくことが求められています。 

 

持続可能な開発目標（SDGs）における 17の目標 

 

出典：JAPAN SDGs Action Platform（外務省ホームページ） 
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（２）パリ協定 

平成 27 年に開催された COP21（国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議）において、地球

温暖化対策の世界的な枠組みとして「パリ協定」が採択され、世界の気温の変化を２℃以内に

とどめ、1.5℃以内に抑える努力を追求することが掲げられました。 

また、平成 30年の IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）特別報告書において、持続可

能であるためには、2050 年前後に温室効果ガス排出量の実質ゼロを達成し、気温変動を 1.5℃

以内にとどめる必要があると報告されたことを受け、実質排出量ゼロの達成をなるべく早期化

する必要があるとされています。 

 

気温と海面水位の将来予測 

 

出典：環境省資料（IPCC 第５次評価報告書 統合報告書政策決定者向け要約より環境省作成） 

 

1-2 国内の動向 

（１）第五次環境基本計画と地域循環共生圏 

国の第五次環境基本計画は、SDGs・パリ協定採択後初めての環境基本計画として平成 30年４

月に閣議決定され、SDGsの考え方も活用しながら経済･社会･環境の統合的向上を具体化する分

野横断的な６つの「重点戦略」が設定されています。また、「地域循環共生圏」の考え方を新

たに提唱しています。 

地域循環共生圏とは、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分

散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力

が最大限に発揮されることをめざす考え方で、「地域循環共生圏」の創造による持続可能な地

域づくりを通じて、環境で地方を元気にするとともに、持続可能な循環共生型の社会を構築す

るものです。 
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出典：第五次環境基本計画の概要（平成 30 年４月、環境省） 
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（２）循環型社会形成推進基本計画 

環境基本法の基本理念のもと、平成 13年 1月に完全施行された循環型社会形成推進基本法を

はじめとして、廃棄物処理法の改正、各種リサイクル法の施行など、循環型社会の形成に向け

た法体系の整備が進められてきました。令和元年には食品ロス削減推進法、令和３年にはプラ

スチック資源循環法が制定され、循環型社会形成に向けた活動が強化されています。 

循環型社会を形成するための法体系 

 

出典：環境省資料を編集 
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循環型社会形成推進基本法に基づき、平成 30年６月に第四次循環型社会形成推進基本計画が

策定されました。環境的側面、経済的側面及び社会的側面の統合的向上を掲げた上で、重要な

方向性として、①地域循環共生圏形成による地域活性化、②ライフサイクル全体での徹底的な

資源循環、③適正処理の更なる推進と環境再生の３点が示されました。 

 

第四次循環型社会形成推進基本計画 

 

出典：第四次循環型社会形成推進基本計画の概要（平成 30年６月、環境省） 
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（３）食品ロス削減推進法 

多量の食品ロスの発生が、国内外で大きな課題となっています。令和元年 10月に食品ロス削

減推進法が施行されるなど、さらに食品ロス削減に取り組むことが求められています。 

国は 2030年度半減（2000年度比）を目標としています。全国の食品ロスの発生量は、令和２

年度に 522万トンと推計されており、より一層食品ロスの発生を抑制していく必要があります。 

 

食品ロスの発生量の推移 

 

 

 

出典：我が国の食品ロスの発生量の推移（令和４（2022）年６月、環境省） 

 

（４）プラスチック資源循環法 

令和元年５月に策定された「プラスチック資源循環戦略」を受け、令和４年４月からプラス

チック資源循環法が施行されました。同法は、製品の設計からプラスチック廃棄物の処理まで

に関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源循環等の取組（3R+Renewable）を促進するた

めの措置を講じるよう求めています。 

 

プラスチック資源循環法の概要 

設計・製造 

【環境配慮設計指針】 

製造事業者等が努めるべき環境配慮設計に関する指針を策定し、指針に適合した製品で

あることを認定する仕組みを設ける。 

販売・提供 

【使用の合理化】 

ワンウェイプラスチックの提供事業者（小売・サービス事業者など）が取り組むべき判断基準

を策定する。 

排出・回収・リサイクル 

【市区町村の分別収集･再商品化】 

【製造・販売事業者等による自主回収】 

【排出事業者の排出抑制・再資源化】 

容リ法ルートを活用した再商品化 

自主回収・再資源化する計画 

判断基準・再資源化計画の策定 

出典：プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の概要（環境省）より抜粋 
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（５）国内における温暖化対策の動き 

平成 27 年に採択された「パリ協定」を受け、平成 28 年に閣議決定した「地球温暖化対

策計画」において、2030 年度において温室効果ガス排出量を 2013 年度比 26.0％減の水準

にすることを目標としました。 

その後、令和２年 10 月に、政府は 2050 年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ（カーボン

ニュートラル）にし、脱炭素社会の実現を目指すことを表明しました。目標の大幅な前倒

しや地球温暖化対策推進法の改正、地域脱炭素ロードマップの策定等の取組が進んだこと

を踏まえて、令和３年 10月に、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」を見直し、

2050年カーボンニュートラルに向けた基本的考え方、ビジョン等を示しました。 

 

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略の概要 

 

 

出典：環境省資料 
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市町村別の人口密度（令和３年 10月１日） 

資料２ 地域の概況 

2-1 人口 

本県の総人口は、1,315 千人（令和３年 10月１現在・奈良県推計人口）で、平成 11年の 1,449

千人をピークに減少傾向が続いており、この 10 年間で 5.8％減少（全国は 10 年間で 1.8％減少）

しています。 

人口密度は 1 平方キロメートルあたり約 356 人となっており、県の人口を市部、郡部別で見る

と、市部 1,044千人、郡部 271千人で、市部が全体の約 79％を占めており、県北西部に人口が集

中しています。 

人口及び世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：奈良県推計人口年報 
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2-2 産業 

○県内総生産 

令和元年度の県内総生産（実質）は約３兆 8900億円で概ね横ばいとなっています。本県の総

生産が全国に占める割合は約 0.7%であり、また、本県と国を産業構造別に比較すると、本県は

第１次産業の割合が低く、第３次産業の割合が高くなっています。 

 

奈良県の県内総生産（実質）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済活動別県内総生産(実質：連鎖方式）－平成 27 暦年連鎖価格－（内閣府） 

 

国内総生産（実質）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国内総生産勘定（内閣府） 

 

産業構造別の総生産（実質）（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済活動別県内総生産(実質：連鎖方式）－平成 27 暦年連鎖価格－（内閣府） 
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○業種別の事業所数と従業者数 

事業所数を業種別にみると、卸売業，小売業が 22.8％で最も多く、次いで、医療・福祉、宿

泊業・飲食サービス業となっています。従業者数を業種別にみると、医療・福祉が 19.7％で最

も多く、次いで、卸売業・小売業、製造業となっています。 

 

業種別事業所数の分布（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別従業員数の分布（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「奈良県のすがた 2022（令和４年度版）」 
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○製造業の主要指標 

製造業の主要４指標の推移をみると、事業所数と従業者数は減少傾向にあります。令和２年

の事業所数は 1,783 事業所、従業員数は 61,560 人です。製造品出荷額等は、平成 20 年のリー

マンショックを機に、平成 23 年にかけて大きく減少し、その後は微増・微減ののち、平成 29

年に大きく増加しています。付加価値額は平成 23 年以降は微減傾向でしたが、平成 28 年から

微増傾向に転じました。令和元年の製造品出荷額等は約２兆 1,224 億円で、この 10 年間で約

７％増加しましたが、ピーク時の平成 19年と比較すると約 15％減少しています。 

 

事業所数と従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：工業統計調査（経済産業省） 

注１）H27 は経済センサス活動調査のため工業統計調査は実施されていない。 

注２）工業統計調査は各年 12月末現在の従業者４人以上の事業所が対象で、臨時雇用者を含めていない。

また、事業所が工場の管理・運営のみを行っている場合は調査対象外となっている（経済センサス

は事業所としてカウント）。 

 

製造品出荷額と付加価値額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：工業統計調査（経済産業省） 

注）H27 は H28 経済センサスの調査結果から工業統計と同等の基準で集計されている。 
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○元請完成工事高 

令和２年度の元請完成工事高は約 4,616億円で、この 10年間で約 34％増加しています。 

 

 

元請完成工事高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：建設工事施工統計調査報告（国土交通省） 
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資料３ 廃棄物処理の概要 

3-1 一般廃棄物 

（１）ごみの処理 

令和２年度の県内のごみ排出量及び処理量は下図のとおりです。ごみ総排出量は 434 千トン

で、このうち焼却や破砕・選別等の中間処理後に再生利用された量（処理後再生利用量）は 25

千トン、これに直接資源化量と集団回収量を合計した再生利用量は 69千トン（リサイクル率：

15.8％）となっています。また、直接最終処分量と中間処理後に最終処分された量（焼却残さ

及び処理残さ）を合計した最終処分量は 51千トン（排出量の 11.6％）となっています。 

 

県内のごみ排出量及び処理量（令和２年度実績） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１） 減量化量＝収集及び直接搬入量－直接資源化量－中間処理後再生利用量－最終処分量 

注２） 再生利用率＝（直接資源化量＋処理後再生利用量＋集団回収量）÷総排出量×100 

注３） （  ）は総排出量に対する割合を示す。 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

◆一般廃棄物の実績及び目標 

指 標 単 位 
平成 22 年度 

実  績 

平成 27 年度 

実  績 

令和２年度 

実  績 

令和４年度 

推  計 

令和９年度 

目  標 

排出量 千トン 482  471  434  426  391  

再生利用率 ％ 14.4  15.5  15.8 16.6  19.3 

最終処分量 千トン 64  61  51  49  43  
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① ごみの排出状況 

令和２年度の奈良県におけるごみの排出量は 434 千トンで、この 10 年で約 10％減少して

います。この内、生活系ごみの排出量は 318 千トンで、この 10 年間で約５％減少しており、

事業系ごみの排出量は 116千トンで、この 10 年間で約 21％減少しています。 

また、一人一日当たりの排出量は 883g/人・日で、この 10 年間で約５％減少しています。 

 

ごみ総排出量の推移 

 

注）生活系ごみには集団回収量を含む 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注１）千未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある（以下資料編で用いる表において同じ）。 

注２）集団回収量：市町村が把握した集団回収量 

注３）一人 1 日当りの排出量＝（計画収集量+直接搬入量+集団回収量）÷総人口÷365又は 366 日×106 
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② ごみ処理の状況 

ごみ処理量の推移は、下図及び表のとおりです。排出量の減少に伴い、処理量も全体的に

減少傾向にあります。なお、平成 26 年度と 27 年度については、一部推計値を含むため、他

の年度よりも多くなっています。再生利用量はこの数年は横ばいとなっています。最終処分

量については、長期的には減少傾向にあります。 

可燃ごみの組成（次ページ図のとおり）をみると、奈良県は、紙・布類が 44.9％で最も多

く、次いでビニール、合成樹脂、ゴム、皮革類が 26.3％、厨芥（ちゅうかい）類が 10.6％等

となっています。 

 

ごみ処理量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注１）総排出量＝中間処理量（焼却以外）＋直接焼却量＋直接資源化量＋集団回収量＋直接最終処分量 

注２）再生利用率＝再生利用量÷総排出量 

注３）最終処分率＝最終処分量÷総排出量 
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奈良県と全国の可燃ごみの組成 

 

［奈良県］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（乾重量の組成割合） 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

 

［全国］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（乾重量の組成割合）           （湿重量の組成割合） 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省）      出典：容器包装廃棄物の使用・排出実態調査 
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○再生利用（リサイクル）の状況  

再生利用量の推移は下図のとおりです。再生利用量は、平成25年度までは減少傾向でし

たが、平成26年度に増加し、この数年は横ばいとなっています。なお、平成26、27年度

は、一部推計値を含みます。 

また、令和２年度における県内各市町村のごみの分別数の平均は 9.3 で、増加傾向にあ

りますが、全国平均 13.6と比べ少ない状況です。都道府県データでみると、ごみの分別数

が多いほど再生利用率が高くなる傾向がうかがえます（次ページ図表のとおり）。 

 

再生利用量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

ごみの分別数の平均値の推移 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

 

  



 

－ 18 － 

再生利用量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注１）集団回収量:市町村が把握した集団回収量 

注２）再生利用率＝再生利用量÷総排出量 

注３）プラスチック類には、白色トレー、容器包装プラスチック、その他プラスチックを含む。 

 

 

全国都道府県別のごみの分別数と再生利用率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省）より作成 
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民間資源（古紙）回収業者アンケート結果 

（単位：トン/年） 

行政関与資源化 
市中回収 拠点回収 

事業所から 
その他 総合計 

行政関与 

除く合計 集団回収 行政回収 収集分 持込分 

1,064 323 10 491 7,135 755 10 9,788 8,401 

注１）奈良県資源回収事業協同組合の会員を対象に、令和４年 12 月に実施したアンケート結果を集計した。 

注２）市中回収とは、民間資源回収業者が市中を巡回し、軒先の資源ごみを回収する方式を指す。 

注３）拠点回収とは、自治体設置以外のホームセンターやロードサイドに設置した拠点での回収を指す。 

 

 

古紙の民間資源回収量を含めた拡大再生利用率（令和２年度推計） 

（単位：トン/年） 

ごみ処理量 

行政関与資源化量 

再生利用率 直接 

資源化量 

中間処理後 

再生利用量 
集団回収量 合計 

408,321 15,749 25,265 28,123 69,137 15.8％ 

 
行政関与 

資源化量 

民間事業者

資源回収量 

拡大 

資源化量 

拡大 

再生利用率 

69,137 8,401 77,538 17.6％ 

注１）再生利用率＝行政関与資源化量÷（ごみ処理量＋集団回収量）×100 

注２）拡大再生利用率＝（行政関与資源化量＋民間事業者資源回収量）÷（ごみ処理量＋集団回収量＋民間事業

者資源回収量）×100 

 

  



 

－ 20 － 

○最終処分の状況 

最終処分量の推移は下図のとおりです。令和２年度のごみの最終処分量は 51 千トンで、

この 10年間で約 20％減少しています。 

 

最終処分量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

最終処分量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注）最終処分率＝最終処分量÷総排出量 
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③ごみ処理施設の状況 

ごみ処理施設は、焼却施設が 18 施設、燃料化施設が１施設あり、これらの一般廃棄物焼

却等施設は、稼動後 21年以上経過した施設が 13施設と、全体の約 72％を占めています。ま

た、粗大ごみ処理施設及び資源化等を行う施設が 28施設となっています。 

最終処分場は７施設あり、残余容量は 632 千ｍ3 となっています（埋立終了の３施設を除

く）。 

 

市町村の焼却施設の設置状況（令和２年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注１）全連続運転：1日24時間連続稼働可能で、供給・移動・撹拌・排出が連続的に運転管理可能。排ガス等調整しやすい。 

注２）准連続運転：1日24時間の連続運転体制がとりにくい場合、16時間運転可能。間欠運転に必要な施設を保有。 

注３）バッチ運転：1日8時間稼働。火格子の一部又は全部が可動し、供給・移動・撹拌・排出が機械化されている。 

注４）休止施設は除く。 

 

 

焼却処理施設の稼働年数・人口規模別の施設数割合（令和２年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

  



 

－ 22 － 

 

市町村の再生利用施設等の設置状況（令和２年度末） 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

 

最終処分場の設置状況（令和２年度末） 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注）市町村の施設数、埋立容量は埋立終了の３施設を含む。 
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一般廃棄物焼却等施設（市町村・一部事務組合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）○数字は次頁一覧表の番号と対応している。 



 

－ 24 － 

一般廃棄物焼却施設等の概要（処理能力順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）経過年数は令和４年現在 

注２）休止施設は除く。 
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最終処分場（埋立、市町村・一部事務組合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）○数字は次頁一覧表の番号と対応している。 



 

－ 26 － 

 

最終処分場（埋立、市町村・一部事務組合） 

 
出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注）経過年数は令和４年現在、残余容量は令和２年度末現在 
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（２）し尿の処理 

令和２年度のし尿等の排出量は 215 千キロリットルで、この 10 年間で約 14％減少していま

す。 

し尿の処理形態別人口は、下水道整備の促進や合併浄化槽の普及により、単独浄化槽人口及

びし尿計画収集人口が減少傾向にあります。 

令和２年度末における県内市町村のし尿処理施設は 15施設となっています。 

 

 

し尿処理の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 
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し尿処理の状況（令和２年度） 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注１）コミュニティ・プラント人口は合併処理浄化槽等人口に含む。 

注２）四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 

 

 

処理形態別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注）「公共水道」は接続人口を示す。 
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し尿処理施設の設置状況（令和２年度末） 

種類 施設数 処理能力 

し尿処理施設 15 909 kl/ 日 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

 

し尿処理施設の稼働年数別・人口規模別の施設数割合（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

 

 

 

し尿処理施設（能力順） 

 

 

出典：一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 

注）経過年数は令和４年現在  
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し尿処理施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）○数字は前頁一覧表の番号と対応している。 
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